
道路構造の手引き改訂対照表 
第５編 排水・ボックスカルバート 5.設計一般 

5.4 耐久性の検討 5.4.1 塩害に対する検討 掲載貢 5-90 
 
改訂理由（誤記の修正） 
「道路土工・カルバート工指針 平成 22 年 3 月 (社)日本道路協会」の記載内容との不整合を修正するものである。 
また、参考とする際の留意点について補足追記を行う。 

 
新 旧 

 

5.4 耐久性の検討 

5.4.1 塩害に対する検討 

(1)  塩害の影響に対する最小かぶり 

• 塩害の影響が懸念される地域に建設される剛性ボックスカルバートでは，十分なかぶりを確保するなどの対策を行う。

・ 塩害対策の考え方は、「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編」の「6.2 塩害に対する検討」や、「道路橋示方書・同

解説 Ⅲコンクリート橋編」の「5.2 塩害に対する検討」を参考にしてよい。なお、「道路橋示方書・同解説 Ⅲコンク

リート橋編」の「表-5.2.1 塩害の影響による最小かぶり」に記載の数値は、死荷重の影響及びひび割れの進展等の懸

念から、最小かぶりを 70mm としていることに留意すること。 

• 剛性ボックスカルバートを構成する部材のうち，直接外気に接する鉄筋コンクリート部材は，表 5.11 に示す塩害の影

響度合いによる対策区分に基づき，十分なかぶりを確保したり，塗装鉄筋，コンクリート塗装，埋設型枠等を併用す

ることにより，所要の耐久性を確保できるとみなしてよいものとする。  

(2)  土中・水中部材の対応 

• 常に土中または水中にあり，外気に接していない部位は，気中にある部材に比べて酸素の供給が少ないため，塩分の

影響は小さいと考えられることから，表 5.11 に示す対策区分Ⅲとみなしてよいものとする。 

(3)  路面凍結防止剤散布地域の対応 

• 鉄筋コンクリート部材表面に供給される塩分には，海洋から飛来する塩分の他に，路面凍結防止剤（融雪剤）として

散布されるものがある。路面凍結防止剤を使用することが予想される場合は，同等の条件下における既設構造物の損

傷状況等を十分把握し，適切な対策区分を想定して必要な最小かぶりを確保する必要がある。一般には表 5.11 に示す

対策区分Ⅰ相当の最小かぶりを確保するのが望ましい。 

 

表 5.11 塩害の影響度合いと対策区分 

地
域
区
分 

地域 海岸線からの距離 

塩害の影響度合いと対策区分 

対策 

区分 
影響度合い 

Ｃ 愛知県 

海上部及び海岸線から20mまで Ｓ 影響が激しい 

20m をこえて 50m まで Ⅰ 

影響を受ける 50m をこえて 100m まで Ⅱ 

100m をこえて 200m まで Ⅲ 

 

【参考】道路土工・カルバート工指針，P.117～121，平成 22 年 3月，(社)日本道路協会
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差替用 
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